
中間前払金取扱要領 

 

（趣旨） 

１ この要領は，新潟市が発注した工事の中間前払金に関する取扱いについて，必要な事

項を定めるものとする。 

（対象工事） 

２ 中間前払金の支払いを行う工事は，新潟市契約規則の規定による工事請負契約約款第

36条第1項の規定により前払金を支払った工事のうち，次の各号に掲げる要件の全てを

満たす工事を対象とする。 
（１）部分払いを行うこととした工事でないこと。 
（２）工事請負代金債権の債権譲渡承諾申請が行われている工事でないこと。 

（中間前払金の要件） 

３ 中間前払金は，次の要件のすべてに該当することの認定を行い，当該認定を受けた工

事の受注者に対し行うものとする。 
（１）工期の２分の１を経過していること。 
（２）工程表により工期の２分の１を経過するまでに実施すべきものとされている当該工

事に係る作業が行われていること。 
（３）既に行われた当該工事に係る作業に要する経費が，請負金額の２分の１以上の額に

相当するものであること。 
（債務負担行為等における中間前払金の要件） 

４ 債務負担行為又は継続費（以下「債務負担行為等」という。）に係る契約については

前項の規定を準用する。この場合において，前払金の実施についての要綱第６項の規定

に基づき，債務負担行為等の前払金を当該年度割の予算額の１０分の４以内としたもの

にあっては，前項中「工期」とあるのは「当該会計年度の工事実施期間」と，「工程表

により工期の２分の１を経過」とあるのは「工程表により当該会計年度の工事実施期間

の２分の１を経過」と，「既に行われた当該工事」とあるのは「既に行われた当該会計

年度の当該工事」と，「請負金額」とあるのは「当該会計年度における年割額」と読み

替えるものとする。 

（中間前払金の率等） 

５ 中間前払金の額は請負金額の１０分の２以内とし，既に支払いを受けている前払金の

額と中間前払金の額の合計額は，請負金額（前払金の実施についての要綱第６項の規定

に基づき，債務負担行為等の前払金を当該年度割の予算額の１０分の４以内とした場合

にあっては，当該債務負担行為等の各年度の年割額）の１０分の６を超えないものとす

る。 

（中間前払金の端数整理） 

６ 中間前払金に１０万円未満の端数金額がある場合は，これを切り捨てるものとする。 

（中間前払金の制限） 

７ 歳計現金の保有及び特定財源の収入状況によって又は低入札価格調査の対象となった

場合は，中間前払金を制限し，又は支払いしないことがある。 
（手続方法） 

８ 中間前払金の認定手続等については，次のとおりとする。 
（１）受注者は，３又は４に掲げる要件に該当し，中間前払金を請求するときは，中間前

払金認定請求書（様式第１号）に工事履行報告書（様式第２号）を添えて，工事担当課

へ提出するものとする。 
（２）工事担当課は，中間前払金の請求があったときは，中間前払金の要件を満たしてい



るか認定を行い，中間前払金認定通知書（様式第３号）により，概ね７日以内に受注者

に通知するものとする。   

（３）中間前払金の認定を受けた受注者は，請求書と保証事業会社が発行した中間前払金

保証証書を予算執行課に提出するものとする。 

（中間前払金の追加） 

９ 中間前払いをした後に，設計変更その他の事由により，請負金額を変更した結果，     

変更後の請負金額が当初の請負金額の１０分の１２以上になる場合においては，変更

後の請負金額の１０分の２の額から既に支払った中間前払金額を控除した額の範囲内

で追加払いすることができる。 
（中間前払金の返還） 

１０ 中間前払いをした後に，設計変更その他の事由により，請負金額が著しく減額した

場合においては，既に支払った前払金及び中間前払金の合計額が減額後の請負金額の１

０分の６を超えるときは，その超過した額を契約変更の協議が成立した日から３０日以

内に返還させるものとする。ただし，当該超過額が相当の額に達した場合で，これを返

還させることが著しく不適当であると認めるときは，受注者との協議により返還させる

額を定めるものとする。 

 

附  則 

この要領は，平成２０年１２月２５日から施行し，施行日以前に締結した工事請負契

約についても適用する。 

附  則 

この要領は，平成２７年４月１日から施行し，施行日以前に締結した工事請負契約に

ついても適用する。 

附  則 

この要領は，令和２年４月１日から施行する。 

  附  則 

この要領は，令和３年４月１日から施行し，施行日以前に締結した工事請負契約につ

いても適用する。 

  附  則 

この要領は，令和４年４月１日から施行し，施行日以前に締結した工事請負契約につ

いても適用する。 

附  則 

この要領は，令和７年４月１日から施行し，施行日以前に締結した工事請負契約につ

いても適用する。 

 

 

  



 様式第１号 

中間前払金認定請求書 
年  月  日 

（あて先）新潟市長 

                         住所（所在地） 

                         商 号 又 は 名 称 

                         氏名（代表者氏名） 

 

 下記の工事について，中間前払金の請求をしたいので，要件を満たしていることの認定を請求

します。 

工 事 番 号  

工 事 名  

工 事 場 所  

契約年月日   年  月  日 

請負金額（Ａ）               円 

前払金額（Ｂ）                 円（１０万円未満切捨て） 

中間前払金額（Ｃ） 
                  円（１０万円未満切捨て） 

（Ａの 20％以内，ただし（Ｂ＋Ｃ）がＡの 60％以内であること） 

工   期     年  月  日から    年  月  日まで 

摘   要  

注 １ 認定資料として，次に掲げるものを添付してください。 

・工事履行報告書（様式第２号） 

注 ２ 工事履行報告書の記載内容に疑義がある場合は，認定に必要な資料として「工事の 

進捗状況を表示した工程表」，「工事写真」等の提出を求める場合があります。 

※決裁欄（受注者は記入しないで下さい。） 

課長 課長補佐 係長 監督員 中間前払金の要件を満たしていることを 

 

□認定する。 

□認定しない。 

    



様式第２号 

工事履行報告書 

会 社 名 

 

年  月  日現在 

工事番号  

工 事 名  

工  期     年  月  日から    年  月  日まで 

月  別 
予定工程（％） 

（ ）は，工程変更後 

実施工程（％） 

（ ）は，予定工程との差 
備  考 

      （    ）      （    ）  

      （    ）      （    ）  

      （    ）      （    ）  

      （    ）      （    ）  

      （    ）      （    ）  

      （    ）      （    ）  

      （    ）      （    ）  

      （    ）      （    ）  

      （    ）      （    ）  

      （    ）      （    ）  

      （    ）      （    ）  

      （    ）      （    ）  

      （    ）      （    ）  

      （    ）      （    ）  

      （    ）      （    ）  

      （    ）      （    ）  

備考 

注 １ 実施工程は出来高集計です。 

注 ２ 「月別」欄が不足する場合は適宜増やしてください。 

 

 

 



 様式第３号 

 

中間前払金認定（非認定）通知書 
新  第   号 

年  月  日 

        

            様 

                             新潟市長      印   

                             （担当        ） 

 

   年 月 日付けで認定の請求があった下記の工事について，進捗状況を調査したところ，

中間前払金の請求ができる要件を満たしていることを認定します。 

                         （認定しません。） 

工 事 番 号  

工 事 名  

工 事 場 所  

契約年月日   年  月  日 

請負金額（Ａ）                 円 

前払金額（Ｂ）                 円（１０万円未満切捨て） 

中間前払金額（Ｃ） 
                  円（１０万円未満切捨て） 

（Ａの 20％以内，ただし（Ｂ＋Ｃ）がＡの 60％以内であること） 

工   期     年  月  日から    年  月  日まで 

摘   要  

 

 


